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○小城市開発行為に関する指導要綱 

平成17年３月１日 

告示第117号 

改正 平成21年７月１日告示第93号 

平成22年10月１日告示第83号 

令和２年１月15日告示第２号 

令和３年３月31日告示第47号 

（目的） 

第１条 この告示は、都市計画区域内における開発行為に関し必要な事

項を定めることにより、乱開発を防止し、良好な都市環境を整備する

ことを目的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において「開発行為」とは、都市計画法（昭和43年法

律第100号）第４条第12項に定める開発行為をいう。 

（適用範囲） 

第３条 この告示は、都市計画区域内における開発面積が1,000平方メ

ートル以上3,000平方メートル未満の開発行為について適用する。 

（開発行為の基準） 

第４条 開発行為の基準は、都市計画法、建築基準法（昭和25年法律第

201号）その他の関係法令等によるものとする。 

（協議） 

第５条 第２条に規定する開発行為を実施しようとする者（以下「事業

者」という。）は、開発行為協議書（様式第１号）を市長に提出しな

ければならない。 

２ 市長は、開発行為協議書が提出された場合、協議完了後に開発行為

協議完了書（様式第２号）を事業者に通知するものとする。 

３ 事業者は、開発行為の工事が完了したときは、工事完了届出書（様
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式第３号）を市長に提出しなければならない。 

４ 事業者は、開発行為の工事を廃止したときは、工事廃止届出書（様

式第４号）を市長に提出しなければならない。 

（公共、公益施設用地の帰属） 

第６条 事業者は、市長が必要と認めた公共、公益施設の用に供する土

地については、無償で市に帰属させなければならない。 

２ 前項に規定する公共、公益施設の用に供する土地については、工事

完了後速やかに市に帰属させるものとする。 

（公共、公益施設の管理） 

第７条 事業者は、その事業により設定した公共、公益施設の管理主

体、管理方法その他管理に関してあらかじめ市長と協議しなければな

らない。 

２ 事業者は、公共、公益施設を市に移管した場合には、移管後１年間

かし担保の責任を負うものとする。 

（利害関係人の同意） 

第８条 市長は、開発行為が周辺地域に及ぼす影響を考慮し、必要と認

める場合は、利害関係人の同意書を添付させることができるものとす

る。 

（埋蔵文化財等） 

第９条 事業者は、埋蔵文化財包蔵地及びその周辺地域において開発行

為を行う場合は、あらかじめ小城市教育委員会（以下「教育委員会」

という。）と協議しなければならない。 

２ 事業者は、開発行為に伴い埋蔵文化財等を発見した場合は、工事を

中止し、直ちに教育委員会に届け出てその指示を受けなければならな

い。 

（開発行為協議登録簿） 

第１０条 市長は、開発行為協議登録簿（様式第５号）を作成し、一般
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の閲覧に供することができる。 

２ 開発行為協議登録簿の写しの交付を請求しようとする者は、開発行

為協議登録簿写し交付申請書（様式第６号）により市長に申請しなけ

ればならない。 

附 則 

この告示は、平成17年３月１日から施行する。 

附 則（平成21年７月１日告示第93号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成22年10月１日告示第83号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年１月15日告示第２号） 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月31日告示第47号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 


